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研究成果の概要（和文）：本研究課題の主な研究成果は、次の２点にまとめることができる。(1) ＯＥＣＤ諸国を中心
に比較優位の強度を測る顕示比較優位指数を算出し、各国の比較優位構造を明らかにした。また、複数時点における国
際比較から国際分業の進展状況を明らかにした。(2) 顕示比較優位指数の時系列変化について遷移確率行列を応用した
構造変化分析から、比較優位の上位層・下位層は状態が持続的であり、中位層は可動的であることを明らかにした。ま
た、構造変化の可動性・持続性を評価する離散時間可動性指数を提案し、財貿易とサービス貿易はそれぞれ異なる傾向
の可動性を示していることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The main consequences obtained this project are summarized as follows:
(1) Computing a Revealed Comparative Advantage (RCA) index that is one of the measurements on the extent 
of comparative advantage, the project leader showed structures of comparative advantage in OECD and the 
related countries. International comparison in multi-period showed the developments of the international 
specialization. (2) Time series analysis on structural change of the RCA index by using of the transition 
probability matrix found that the comparative advantage structures are persistent in both the upper and 
lower layers, and are mobile in the middle layer. Proposing a Discrete-time Mobility Index that evaluates 
the extent of mobility of structural change on the transition probability matrix, the analytical results 
show that the mobility patterns differ between trade in goods and in services over time.

研究分野： 数理統計学
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１．研究開始当初の背景 
 
国際貿易の比較優位を計測するための代

表的な指標として、Balassa によって提唱され
た 顕 示 比 較 優 位 （ Revealed Comparative 
Advantage: RCA）指数がある。この指標は、
比較優位だけでなく、産業の国際競争力を数
値化するための有用な指標として、国際機関
および官公庁の白書・報告書などで使用され
ており、政策的にも有用な指標となっている。 
比較優位の構造変化に関する先駆的な研

究として Proudman と Redding による研究を
挙げることができる。同研究は、イギリス、
アメリカ、ドイツ及び日本の比較優位を RCA
指数で測り、その状態変化について確率過程
を記述する遷移確率行列を応用した構造変
化分析を試みており、財貿易について静的に
設定した２期間の変化からその発展パター
ンを明らかにした。これに対して、研究代表
者は、動態的競争を通じた国際貿易発展パタ
ーン・国際競争環境が、競争上の可動性の高
いグループ（RCA 中下位層）と低いグループ
（RCA 上位層）に収斂する二極化の傾向を示
していることを明らかにした。 
同様の比較優位に関する構造変化分析か

ら、Hinloopen と Van Marrewijk による研究
は年次データと月次データの比較による構
造変化の類似性の分析を通じて、RCA 指数と
マクロ経済変数との関係性を明らかにする
ことを発展的課題として提示した。この問題
意識は、産業政策の国際競争力への影響など
を評価する際に重要な意味を持つことが予
想されるので、学術的貢献にとどまらず、経
済学の実学的側面としても社会への研究成
果の還元に資することを目指した。 
また、これまでに取り組まれてきた先述の

研究は、財貿易だけを取り扱っており、近年
の成長が著しいサービス貿易を取り扱って
いなかった。研究代表者によるサービス貿易
に関する研究の成果を比較優位の構造変化
分析に導入することによって、新たな比較優
位の動学的特徴を明らかにすることを目指
した。 
 
２．研究の目的 
 
本研究課題は、第一に、貿易および産業に

ついて、確率過程を記述する遷移確率行列を
応用して、貿易構造（比較優位構造）および
産業構造の構造変化の速度、状態（国際競争
力の水準）の推移、およびその動学的特徴を
明らかにすることを目的とした。 
第二に、比較優位とマクロ経済の関係性に

ついて、産業・貿易に関するパネルデータに
よる計量分析によって、RCA を説明する有意
なマクロ経済変数を明らかにすることを目
的とした。 
 
 
 

３．研究の方法 
 
比較優位の動学的変化について、遷移確率

行列（Markov 行列）に基づいて分析し、単位
期間における初期分布を推計し、確率過程の
性質を利用して収束速度を計算する。 
推計にあたっては、既存研究が採用してい

る設定を、(1) 複数年次のデータプールによ
る 2 期間を毎年次の多期間に拡張、(2) 状態
設定の 4 区分を n（国数）区分に拡張する。 
遷移確率行列（初期分布）が持っている比

較優位の構造変化に関する可動性/持続性の
情報を評価するための指標を、既存研究で採
用されている指標を改良して提案・使用し、
分析対象期間における比較優位構造変化を
明らかにする。 
以上の推計・評価はノンパラメトリック

（母数によらない方法）で実施する必要があ
るので、研究代表者が開発したアプリケーシ
ョンを改良・ヴァージョンアップして、これ
らの分析を実施する。 
比較優位と産業構造の関係を分析するた

めに、独占的競争型リカードモデルに基づい
て貿易モデルを構築し、産業構造の変化が比
較優位に与える影響を理論的に分析し、両者
の関係式を明らかにする。 
貿易データおよびマクロデータに基づく

重回帰モデルを構築し、マクロデータから抽
出する説明変数候補のデータ系列によるベ
ースモデルを用いて 1 次推計を実施し、ベー
スモデルの説明変数候補（データ系列）を順
次除外していき、説明力が大幅に低下した候
補を有力な説明変数として選抜する（逆選抜
方式）。 
 
４．研究成果 
 
本研究課題の主な研究成果は、次の点にま

とめることができる。 
 

(1) OECD 諸国を中心に比較優位の強度を測
る RCA 指数を算出し、各国の比較優位構
造を明らかにした。また、複数時点におけ
る国際比較から国際分業の進展状況を明
らかにした。 
比較優位構造を明らかにするために，貿
易実証の分野で定評のある比較優位・貿易
特化を計測する指標を複合的に使用して
分析を試みた。まず、これらの指数につい
ての記述統計分析を実施することによっ
て貿易部門別の比較優位・特化のちらばり
方を明らかにした。つづいて、国・地域別
に貿易部門の比較優位・貿易特化度を比
較・検討して、それぞれの国・地域につい
て比較優位構造の特徴を明らかにした。 
比較優位を計測する指標としては Balassa
によって示された RCA 指数を主に用いて
いるが、同指数に輸入面の情報を加えて改
良した MRCA 指数を新たに導入して結果
を比較した。また、Laursen が提示した方



法によって RCA 指数・MRCA 指数の値域
を基準化して貿易特化指数と比較するこ
とによって比較優位と貿易特化の関係性
を明らかにした。（［雑誌論文］(1), (4) ；［学
会発表］(1), (2)） 
 

(2) RCA 指数の時系列変化について遷移確率
行列を応用した構造変化分析から、比較優
位の上位層・下位層は状態が持続的であり、
中位層は可動的であることを明らかにし
た。また、構造変化の可動性・持続性を評
価する離散時間可動性指数を提案し、財貿
易とサービス貿易はそれぞれ異なる傾向
の可動性を示していることを明らかにし
た。 
設定期間（プールデータ 2 期間、年次デ
ータ多期間）に基づいて、比較優位の状態
変化から推計した遷移確率行列の初期分
布において対角成分は時点間の状態持続
確率を表しており、その確率を上位層・中
位層・下位層で比較すると、相対的に上位
層・下位層が高くなっており、中位層が低
くなっていることを明らかにした。 
また、財貿易、サービス貿易、財・サー
ビス貿易の 3 パターンにわけて推計からそ
れぞれの初期分布について可動性を評価
した結果、財・サービス貿易をベンチマー
クとして、財貿易とサービス貿易の間には
異なる可動性の傾向・特徴があることを明
らかにした。 
特に、サービス貿易の可動性は、財貿易
と比較して、外的要因（例えば、分析期間
においては、リーマンショックや東日本大
震災など）に対してセンシティブに反応し
やすいことを明らかにした。（［雑誌論文］
(3)；［学会発表］(4), (5)） 

 
(3) RCA 指数に基づいて比較優位構造の変化
速度について、初期時点における RCA 指
数の値を降順に複数のグループに分けて
分析した結果、RCA が高い（比較優位が強
い）グループは RCA が低い（比較優位が
弱い）グループに比べて構造変化の速度が
遅いことを明らかにした。 
上記(2)とも関連するが、初期分布の状態
によって収束速度が異なる点に注目して
分析した結果、構造変化の速度が異なるこ
とを明らかにした。 
また、可動性と収束速度の関係を分析し
た結果、推計方法と分布状況の組合せから
強い相関を示すものと弱い相関を示すも
のがあることを明らかにした。 
収束速度は、初期分布と極限分布がどれ
くらい近い状態にあるかを示す目安とな
るので、推計時点における構造変化の状態
が定常状態（理想的な状態）に近ければ近
いほど、収束速度が速まることを明らかに
した。（［雑誌論文］(3)；［学会発表］(4), (5)） 

 
 

(4) 比較優位とマクロ経済の関係性について、
独占的競争型リカードモデルに基づいて
経済的厚生と RCA の変化を分析した結果、
部門内の代替弾力性、各部門の技術指標変
数その他変数およびパラメータの組合せ
によっては、労働投入量の配分状況の変化
に応じて閉鎖経済から開放経済への移行
過程において必ずしも経済的厚生または
RCA が改善することにはならないことを
明らかにした。 

 
 
 
（［雑誌論文］(2)；［学会発表］(3)） 
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